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平成 17 年 12 月期   個別財務諸表の概要    平成18年１月31日 

会 社 名   株式会社ＫＧ情報          上場取引所      JASDAQ 

コ ー ド 番 号   ２４０８              本社所在都道府県   岡山県 

（ＵＲＬ http://www.kg-net.co.jp） 
代 表 者      役 職 名   代表取締役社長 
                     氏    名   益 田 武 美 
問合せ先責任者       役 職 名   取締役管理本部長 
                     氏    名   三 上 芳 久     ＴＥＬ（０８６）２４１－５５２２ 

決算取締役会開催日  平成18年１月31日   中間配当制度の有無  有  

定時株主総会開催日  平成18年３月16日   単元株制度採用の有無 有（１単元 1,000株） 

 

１．平成17年12月期の業績(平成16年12月21日～平成17年12月20日) 

(1)経営成績 

 営業収益 営業利益 経常利益 

 

17年12月期 

16年12月期 

百万円   ％ 

4,155   （△5.0） 

4,376    （ 14.1） 

百万円   ％ 

529   （△42.4） 

919    （ 56.1） 

百万円   ％ 

558     （△38.7） 

911     （56.2） 

 

 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

1株当たり当期純利益 

株主資本当期

純利益率 

総資本 

経常利益率 

営業収益 

経常利益率 
 

 

17年12月期 

16年12月期 

百万円   ％ 

322    （△34.2） 

489   （71.2） 

円  銭 

43    90 

88  01 

円  銭 

42    84 

   85    49 

％ 

8.1 

15.5 

％ 

9.9 

17.0 

％ 

13.4 

20.8 

 

(注)①期中平均株式数      17年12月期 7,335,384株     16年12月期 5,561,869株 

※平成17年２月１日開催の取締役会決議に基づき、平成17年６月20日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主の所

有する株式を、１株につき1.2株の割合をもって分割いたしました。 

②会計処理の方法の変更    無 

③営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率  

(2) 配当状況 

1株当たり年間配当金  

  中間 期末 

配当金総額 

（年  間） 
配当性向 

株主資本 

配当率 

 

17年12月期 

16年12月期 

円   銭 

10  00 

10  00 

円   銭 

5   00 

5   00 

円   銭 

5   00 

5   00 

百万円 

  67 

  57 

％ 

22.8 

11.4 

％ 

1.6 

1.5 

(注)平成17年12月期期末配当金の内訳   普通配当  ５．00円 

 

(3) 財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 

17年12月期 

16年12月期 

百万円 

5,483 

5,847 

百万円 

4,108 

3,807 

％ 

74.9 

65.1 

円   銭 

557   20 

624   23 

(注)①期末発行済株式数 17年12月期   7,387,200株  16年12月期   6,100,000株 

※平成17年２月１日開催の取締役会決議に基づき、平成17年６月20日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主の所

有する株式を、１株につき1.2株の割合をもって分割いたしました。 

②期末自己株式数   17年12月期      14,000株  16年12月期        500株 

 

２．18年12月期の業績予想(平成17年12月21日～平成18年12月20日) 

１株当たり年間配当金 
 営業収益 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 

中間期 

通 期 

百万円 

2,271 

4,790 

百万円 

308 

711 

百万円 

160 

369 

円  銭 

5  00 

―  ― 

円  銭 

―  ― 

5  00 

円  銭 

―  ― 

10  00 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   50円16銭  

 

１ 中間財務諸表等 
※上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき将来予測を判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります
実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 
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1 財務諸表等 

 財務諸表 

①貸借対照表 
 

  
前事業年度 

(平成16年12月20日) 
当事業年度 

(平成17年12月20日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

(資産の部)        

Ⅰ 流動資産        

１ 現金及び預金   3,250,295   2,319,154  

２ 受取手形   4,662   134  

３ 売掛金   477,534   498,144  

４ 製品   8,355   5,687  

５ 原材料   2,688   1,722  

６ 仕掛品   1,151   1,893  

７ 貯蔵品   454   29,005  

８ 前払費用   3,341   3,846  

９ 繰延税金資産   36,119   16,568  

10 関係会社短期貸付金   56,384   81,698  

11 その他   27,010   22,959  

12 貸倒引当金   △6,797   △5,958  

流動資産合計   3,861,200 66.0  2,974,857 54.3 

Ⅱ 固定資産        

１ 有形固定資産        

(1) 建物  502,571   505,016   

減価償却累計額  △255,642 246,928  △272,829 232,186  

(2) 構築物  39,132   39,132   

減価償却累計額  △22,306 16,826  △23,957 15,175  

(3) 機械及び装置  262,598   262,598   

減価償却累計額  △213,557 49,040  △223,642 38,956  

(4) 船舶  10,730   10,730   

減価償却累計額  △10,193 536  △10,193 536  

(5) 車両運搬具  19,026   19,026   

減価償却累計額  △15,642 3,384  △16,680 2,345  

(6) 工具器具備品  219,259   231,456   

減価償却累計額  △165,615 53,644  △188,211 43,245  

(7) 土地   1,133,637   1,423,858  

(8) 建設仮勘定   ―   207,900  

有形固定資産合計   1,503,997 25.7  1,964,205 35.8 
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前事業年度 

(平成16年12月20日) 
当事業年度 

(平成17年12月20日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

２ 無形固定資産        

(1) 借地権   630   630  

(2) ソフトウェア   75,711   60,114  

(3) その他   8,242   8,242  

無形固定資産合計   84,583 1.5  68,986 1.2 

３ 投資その他の資産        

(1) 投資有価証券   77,800   90,500  

(2) 関係会社株式   6,720   67,254  

(3) 出資金   10   10  

(4) 長期貸付金   340   ―  

(5) 破産債権等   3,365   15,405  

(6) 長期前払費用   1,790   2,203  

(7) 繰延税金資産   101,103   101,970  

(8) 差入保証金   43,412   48,900  

(9) 賃貸用不動産  201,040   203,441   

減価償却累計額  △34,431 166,609  △39,105 164,335  

(10) その他   ―   21  

(11) 貸倒引当金   △3,365   △15,405  

投資その他の資産合計   397,786 6.8  475,197 8.7 

固定資産合計   1,986,368 34.0  2,508,388 45.7 

資産合計   5,847,568 100.0  5,483,246 100.0 
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前事業年度 

(平成16年12月20日) 
当事業年度 

(平成17年12月20日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

(負債の部)        

Ⅰ 流動負債        

１ 買掛金   155,787   181,530  

２ １年内返済予定 
  長期借入金 

  414,140   93,245  

３ 未払金   341,804   339,773  

４ 未払消費税等   43,494   22,639  

５ 未払費用   1,202   1,324  

６ 未払法人税等   300,461   112,781  

７ 前受金   364,399   339,943  

８ 預り金   9,213   7,973  

９ 賞与引当金   12,069   6,864  

10 その他   46,100   5,893  

流動負債合計   1,688,674 28.9  1,111,970 20.3 

Ⅱ 固定負債        

１ 長期借入金   93,245   ―  

２ 退職給付引当金   55,886   55,715  

３ 役員退職慰労引当金   200,048   205,842  

４ 預り保証金   2,198   1,365  

固定負債合計   351,378 6.0  262,923 4.8 

負債合計   2,040,052 34.9  1,374,893 25.1 

(資本の部)        

Ⅰ 資本金 ※１  988,469 16.9  1,008,146 18.4 

Ⅱ 資本剰余金        

１ 資本準備金  962,037   981,714   

資本剰余金合計   962,037 16.4  981,714 17.9 

Ⅲ 利益剰余金        

１ 利益準備金  7,935   7,935   

２ 当期未処分利益  1,839,258   2,100,274   

利益剰余金合計   1,847,193 31.6  2,108,210 38.4 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   9,841 0.2  20,187 0.4 

Ⅴ 自己株式 ※２  △25 0.0  △9,905 △0.2 

資本合計   3,807,516 65.1  4,108,352 74.9 

負債資本合計   5,847,568 100.0  5,483,246 100.0 
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② 損益計算書 

 

  
前事業年度 

(自 平成15年12月21日 
至 平成16年12月20日) 

当事業年度 
(自 平成16年12月21日 
至 平成17年12月20日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

Ⅰ 営業収益        

１ 広告掲載料収入  4,154,680   3,935,052   

２ その他の売上高  221,391 4,376,072 100.0 220,902 4,155,954 100.0 

Ⅱ 営業原価   2,725,244 62.3  2,793,692 67.2 

営業総利益   1,650,827 37.7  1,362,262 32.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１ 役員報酬  177,560   133,662   

２ 給与・賞与  130,704   100,061   

３ 福利厚生費  34,576   30,873   

４ 賞与引当金繰入額  1,513   458   

５ 退職給付費用  1,204   273   

６ 役員退職慰労引当金 
  繰入額 

 9,403   6,551   

７ 広告宣伝費  192,948   186,691   

８ 消耗品費  22,962   175,931   

９ 貸倒引当金繰入額  1,141   19,404   

10 減価償却費  22,227   23,244   

11 その他  136,684 730,925 16.7 155,232 832,384 20.1 

営業利益   919,902 21.0  529,877 12.7 

Ⅳ 営業外収益        

１ 受取利息  764   1,485   

２ 受取配当金  1,050   1,050   

３ 賃貸収入  5,194   5,233   

４ 有価証券売却益  ―   8,413   

５ 前受金期間経過収入  12,228   19,963   

６ その他  1,452 20,690 0.5 3,234 39,380 0.9 

Ⅴ 営業外費用        

１ 支払利息  10,517   4,573   

２ 賃貸費用  7,519   5,096   

３ 新株発行費  10,372   ―   

４ その他  510 28,919 0.7 784 10,454 0.2 

経常利益   911,673 20.8  558,802 13.4 

Ⅵ 特別利益        

１ 損害賠償金収入  ― ―  19,420 19,420 0.5 

Ⅵ 特別損失        

１ 固定資産売却損 ※１ 108   ― ―  

２ 固定資産除却損 ※２ 581 689 0.0 ― ―  

税引前当期純利益   910,984 20.8  578,223 13.9 

法人税、住民税及び 
事業税 

 433,364   244,516   

法人税等調整額  △11,867 421,497 9.6 11,660 256,176 6.2 

当期純利益   489,486 11.2  322,046 7.7 

前期繰越利益   1,376,383   1,808,760  

中間配当額   26,612   30,532  

当期未処分利益   1,839,258   2,100,274  
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③ キャッシュ・フロー計算書 

 

  
前事業年度 

(自 平成15年12月21日 
至 平成16年12月20日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

１ 税引前当期純利益  910,984 

２ 減価償却費  67,469 

３ 賞与引当金の増減額(△：減少)  △7,489 

４ 退職給付引当金の増減額(△：減少)  4,892 

５ 役員退職慰労引当金の増加額  9,403 

６ 貸倒引当金の減少額  △4,024 

７ 受取利息及び受取配当金  △1,814 

８ 支払利息  10,517 

９ 新株発行費  10,372 

10 固定資産売却損  108 

11 固定資産除却損  581 

12 売上債権の増減額(△：増加)  7,117 

13 たな卸資産の増加額  △1,036 

14 その他流動資産の増加額  △15,949 

15 仕入債務の増加額  21,760 

16 その他流動負債の増加額  29,560 

17 その他  3,314 

小計  1,045,766 

18 利息及び配当金の受取額  1,680 

19 利息の支払額  △11,316 

20 法人税等の支払額  △418,427 

営業活動によるキャッシュ・フロー  617,704 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

１ 有形固定資産の取得による支出  △41,912 

２ 有形固定資産の売却による収入  238 

３ 差入保証金の払込による支出  △3,756 

４ 差入保証金の返還による収入  2,280 

５ 短期貸付けによる支出  △56,384 

６ その他  △42,754 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △142,290 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

１ 長期借入金の返済による支出  △459,505 

２ 株式の発行による収入  866,083 

３ 配当金の支払額  △53,225 

財務活動によるキャッシュ・フロー  353,353 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額  828,766 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  2,421,528 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高  3,250,295 
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④ 【利益処分計算書】 

 

  
前事業年度 

(平成17年３月17日) 
当事業年度 

(平成18年３月16日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益   1,839,258  2,100,274 

Ⅱ 利益処分額      

配当金  30,497 30,497 36,866 36,866 

Ⅲ 次期繰越利益   1,808,760  2,063,408 

(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 
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重要な会計方針 

 

項目 
前事業年度 

(自 平成15年12月21日 
至 平成16年12月20日) 

当事業年度 
(自 平成16年12月21日 
至 平成17年12月20日) 

１ 有価証券の評価基準及び評

価方法 

(1) 子会社株式 

  移動平均法による原価法 

(1) 子会社株式 

同左 

 (2) その他有価証券 

 時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

出) 

(2) その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及び

評価方法 

製品……総平均法による原価法 

原材料…主要原材料は移動平均法による

原価法、補助原材料は最終仕入

原価法 

仕掛品…総平均法による原価法 

貯蔵品…最終仕入原価法 

製品……同左 

原材料…同左 

 

 

仕掛品…同左 

貯蔵品…同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

  定率法 

  なお、主な耐用年数は建物31～38年、

機械及び装置10年であります。 

(1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

  定額法 

  なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法 

(2) 無形固定資産 

同左 

 (3) 長期前払費用 

  定額法 

(3) 長期前払費用 

同左 

 (4) 賃貸用不動産 

  定率法 

  なお、耐用年数は42年であります。 

(4) 賃貸用不動産 

同左 



 

 

9

 

項目 
前事業年度 

(自 平成15年12月21日 
至 平成16年12月20日) 

当事業年度 
(自 平成16年12月21日 
至 平成17年12月20日) 

４ 繰延資産の処理方法 (1) 新株発行費 

支出時に全額費用として処理してお

ります。 

平成16年８月26日付一般募集及び平

成16年９月28日付第三者割当による

新株式の発行は、引受証券会社が引

受価額で引受を行い、これを引受価

額と異なる発行価格で一般投資家に

販売する買取引受契約（「新方式」と

いう。）によっております。 

「新方式」では、発行価格と引受価

額との差額は、引受証券会社の手取

金であり、引受証券会社に対する事

実上の引受手数料となることから、

当社から引受証券会社への引受手数

料の支払はありません。平成16年８

月26日付一般募集及び平成16年９月

28日付第三者割当による新株式発行

に際し、発行価格と引受価額との差

額の総額は55,944千円であり、引受

証券会社が発行価格で引受を行い、

同一の価額で一般投資家に販売する

買取引受契約（「従来方式」という。）

による新株発行費として処理されて

いたものであります。 

このため、「新方式」では、「従来方

式」に比べ、新株発行費は55,944千

円少なく計上され、また経常利益及

び税引前当期純利益は同額多く計上

されております。 

(1) 新株発行費 

支出時に全額費用として処理してお

ります。 

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

  従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、将来の支給見込額の

うち当期の負担額を計上しておりま

す。 

(2) 賞与引当金 

同左 

 (3) 退職給付引当金 

  当社は従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債務見

込額に基づき計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

 (4) 役員退職慰労引当金 

  当社は役員の退職慰労金の支払いに

充てるため、役員退職慰労金内規に

基づく期末要支給額を計上しており

ます。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 
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項目 
前事業年度 

(自 平成15年12月21日 
至 平成16年12月20日) 

当事業年度 
(自 平成16年12月21日 
至 平成17年12月20日) 

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

７ キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３カ月以内の定期預金からな

っております。 

――― 

８ その他財務諸表作成のため

の重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理方法 

同左 
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注記事項 

(貸借対照表関係) 

 

前事業年度 
(平成16年12月20日) 

当事業年度 
(平成17年12月20日) 

※１ 会社が発行する株式の総数 普通株式 17,292千株

   発行済株式総数 普通株式 6,100千株
 

※１ 会社が発行する株式の総数 普通株式 17,292千株

   発行済株式総数 普通株式  7,387千株
 

  

※２ 自己株式 

    当社が保有する自己株式の数は、普通株式500株であり

ます。 

※２ 自己株式 

   当社が保有する自己株式の数は、普通株式14,000株で

あります。 

  

 ３ 配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額 

9,841千円 

 ３ 配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額 

20,187千円 

 

(損益計算書関係) 

 

前事業年度 
(自 平成15年12月21日 
至 平成16年12月20日) 

当事業年度 
(自 平成16年12月21日 
至 平成17年12月20日) 

※１ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

車両運搬具 61千円

電話加入権 47千円
 

――― 

  

※２ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

工具器具備品 581千円
 

――― 

 

(キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

前事業年度 
(自 平成15年12月21日 
至 平成16年12月20日) 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

(平成16年12月20日) 

現金及び預金勘定 3,250,295千円 

現金及び現金同等物 3,250,295 
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(リース取引関係) 

 

前事業年度 
(自 平成15年12月21日 
至 平成16年12月20日) 

当事業年度 
(自 平成16年12月21日 
至 平成17年12月20日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

 
機械及び 
装置 
(千円) 

車両 
運搬具 
(千円) 

工具器具 
備品 
(千円) 

ソフト 
ウェア 
(千円) 

合計 
(千円) 

取得価額 
相当額 

54,183 4,850 63,395 257,987 380,416 

減価償却 
累計額相当額 

39,613 3,152 38,886 171,102 252,754 

期末残高 
相当額 

14,569 1,697 24,509 86,885 127,662 

 

 
機械及び 
装置 
(千円) 

車両 
運搬具 
(千円) 

工具器具 
備品 
(千円) 

ソフト 
ウェア 
(千円) 

合計 
(千円) 

取得価額 
相当額 

33,619 4,850 50,650 209,051 298,171 

減価償却 
累計額相当額 

28,172 4,122 37,121 167,511 236,927 

期末残高 
相当額 

5,446 727 13,529 41,539 61,243 

 
(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 67,509千円

１年超 62,444 

合計 129,953 
 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 46,854千円

１年超 15,590 

合計 62,444 
 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 97,698千円

減価償却費相当額 93,720 

支払利息相当額 2,215 
 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 68,574千円

減価償却費相当額 66,418 

支払利息相当額 1,064 
 

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

  ・減価償却費相当額の算定方法 

   …リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

  ・減価償却費相当額の算定方法 

   …同左 

  ・利息相当額の算定方法 

   …リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

  ・利息相当額の算定方法 

   …同左 
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(有価証券関係) 

当事業年度（平成17年12月20日） 

   子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。   

 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 

前事業年度 
(平成16年12月20日) 

 種類 
取得原価 
(千円) 

貸借対照表 
計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 60,275 76,800 16,524 貸借対照表計上額
が取得原価を超え
るもの 小計 60,275 76,800 16,524 

株式 ― ― ― 貸借対照表計上額
が取得原価を超え
ないもの 小計 ― ― ― 

合計 60,275 76,800 16,524 

 

２ 時価評価されていない有価証券の内容及び貸借対照表計上額 

 

貸借対照表計上額(千円) 

 
前事業年度 

(平成16年12月20日) 

その他有価証券  

 ①譲渡性預金 410,199 

 ②非上場株式 
  (店頭売買株式を除く) 

1,000 

合計 411,199 

 

３ その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

 

前事業年度 
(平成16年12月20日) 

 
１年以内 
(千円) 

１年超５年以内 
(千円) 

５年超10年以内 
(千円) 

10年超 
(千円) 

譲渡性預金 410,199 ― ― ― 

合計 410,199 ― ― ― 
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(デリバティブ取引関係) 

前事業年度(自 平成15年12月21日 至 平成16年12月20日) 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

 

(退職給付関係) 

前事業年度(自 平成15年12月21日 至 平成16年12月20日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

退職一時金制度を採用しております。 

 

２ 退職給付債務に関する事項 

(平成16年12月20日現在) 

退職給付債務 55,886千円

退職給付引当金 55,886千円
 
退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

 

３ 退職給付費用に関する事項 

(自 平成15年12月21日 至 平成16年12月20日) 

勤務費用 9,007千円

退職給付費用 9,007千円
 
退職給付費用の算定にあたり、簡便法を採用しております。 
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(税効果会計関係) 

 

前事業年度 
(自 平成15年12月21日 
至 平成16年12月20日) 

当事業年度 
(自 平成16年12月21日 
至 平成17年12月20日) 

１ 繰延税金資産及び繰越税金負債の発生の主な原因別の内

訳 

繰延税金資産 

役員退職慰労引当金 80,899千円

未払事業税 23,050 

退職給付引当金 20,331 

その他 19,624 

繰延税金資産合計 143,905 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 6,682 

繰延税金負債合計 6,682 

繰延税金資産の純額 137,223 
  

  なお、平成16年12月20日現在の繰延税金資産の純額は、

貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

流動資産―繰延税金資産 36,119千円

固定資産―繰延税金資産 101,103千円
 

１ 繰延税金資産及び繰越税金負債の発生の主な原因別の内

訳 

繰延税金資産 

役員退職慰労引当金 83,242千円

未払事業税 7,694 

退職給付引当金 21,396 

その他 19,911 

繰延税金資産合計 132,245 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 13,706 

繰延税金負債合計 13,706 

繰延税金資産の純額 118,538 
  

  なお、平成17年12月20日現在の繰延税金資産の純額は、

貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

流動資産―繰延税金資産 16,568千円

固定資産―繰延税金資産 101,970千円
 

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の差異の原因となった主な項目の内訳 

法定実効税率 41.7％ 

(調整)  

永久に損金に算入されない項目 0.2％ 

住民税均等割 1.0％ 

同族会社の留保金課税 4.4％ 

特別税額控除 △1.2％ 

その他 0.2％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.3％ 
   

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の差異の原因となった主な項目の内訳 

法定実効税率 40.4％ 

(調整)  

永久に損金に算入されない項目 0.2％ 

住民税均等割 1.6％ 

同族会社の留保金課税 2.2％ 

特別税額控除 △0.3％ 

その他 0.2％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.3％ 
   

 

(持分法損益等) 

前事業年度(自 平成15年12月21日 至 平成16年12月20日) 

 当社には関連会社がないため、該当事項はありません。 

 

(関連当事者との取引) 

前事業年度(自 平成15年12月21日 至 平成16年12月20日) 

 該当事項はありません。 
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(重要な後発事象) 

前事業年度(自 平成15年12月21日 至 平成16年12月20日) 

 当社は、平成17年２月１日の開催の取締役会において株式分割による新株式の発行を行う旨の決議をしております。 

 当株式分割の内容は、下記のとおりであります。 

１ 平成 17年 8月 10日付をもって、平成17年 6月 20日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録され

た株主の所有株式数を１株につき 1.2 株の割合をもって分割する。ただし、分割の結果生ずる１株未満の端数株

式は、これを一括売却または買受けし、その処分代金を端数の生じた株主に対し、その端数に応じて分配する。 

２ 分割により増加する株式数   普通株式 1,220,000株（平成17年２月１日現在の発行済株式総数で算出） 

３ 配当起算日          平成17年6月21日とする。 

前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合における（１株当たり情報）の各数値はそれぞれ以下のとおりであ

ります。 

 

前事業年度 
(自 平成14年12月21日 
至 平成15年12月20日) 

当事業年度 
(自 平成15年12月21日 
至 平成16年12月20日) 

１株当たり純資産額         391円94銭 

１株当たり当期純利益         44円76銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   ――― 

１株当たり純資産額         520円19銭 

１株当たり当期純利益         73円34銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益  71円24銭 

 

当事業年度(自 平成16年12月21日 至 平成17年12月20日) 

 該当事項はありません。 

 

 

 


